














































































とりわけ重要なマッカーサー書簡が 1947年 9月 16日付で出された。それを踏まえた PSD（公安課）による「警察再組織








































警察法施行令（昭和 23年 3月 6日）の「別表第 2」の「第三」で「地方自治法第 284条の規定に基く警察に関する一部事
務組合は、本令の適用については、これを一市町村とみなす」とされている（以下、引用中の下線は小宮による）24）。関連
条文を引用する 25）。





























第一に、旧警察法が施行された 1948年 3月 7日時点で、組合警察は、秋田 1、宮城 1、福島 1、神奈川 3、埼玉 1、千葉 1、
栃木 1、大阪 1、京都 1、兵庫 4、愛知 1、岐阜 3、岡山 4、愛媛 1、佐賀 1、宮崎 1の、26例にすぎなかった。
第二に、旧警察法施行後に、神奈川１、千葉 1、栃木 1、計 3つが誕生した。




















されていない。後者は 1948年 2月 3日に発足した（二ツ井町町史編さん委員会編『二ツ井町史』二ツ井町、1977年、286頁）。
30） この項は、特記しない限り、千葉県警察史編さん委員会編『千葉県警察史』第 2巻（千葉県警察本部、1985年）に拠った。
31） 『GHQ日本占領史 15』25頁。
32） 実際に国会で組合警察の根拠規定を置くべきとの提案がなされた。前掲、1947年 11月 26日、参議院治安及び地方制度委員会 18号、
を参照。






































を参照。1955年 2月 11日に川西町は黒羽町と合併。黒羽町は 2005年に大田原市に合併された。
論　説 25

































47） 水「地方分権下における警察行政　第 3回」『地方財務』2005年 6月号、349頁。









上 17.4％、10万以上 11.9％、5万以上 12.6％、5万未満 13.1％であった 51）。
一例として千葉県に注目し、財源に関する詳細な比較を紹介する 52）。千葉市と千葉郡内で自治体警察を設置した生浜町、
幕張町、津田沼町、二宮町の 1949年度の予算を比較すると、警察消防費の比率は、千葉市 13％、生浜࣭津田沼࣭二宮 20％























53） 「自治体警察の実態」『読売新聞』1949年 8月 10日。『自治体警察史』89頁によれば、多賀城村の自治警は「分離 24.12.1　塩釜市へ一
部」とあり、最終的に組合警察が解消されたのは「26.7.1」とある。
54） 石井栄三ほか「座談会　戦後の警察制度改革と今後の警察」『警察学論集』28（8）、1975年所収、70、72頁、田中八郎と石井栄三の発言。




































































67） 「民主党　警察法修正案」『読売新聞』1951年 5月 22日。
68） 「警察制度どう改正すべきか」『読売新聞』1951年 5月 27日。
69） 1951年 5月 16日、参議院地方行政࣭法務連合委員会 2号。
70） 1951年 2月 17日、衆議院地方行政委員会 11号。
71） 1951年 2月 20日、参議院地方行政委員会 15号。
72） 1951年 6月 4日、参議院本会議 52号。






1951年 5月 31日時点で、組合警察は、福島 1、神奈川 4、埼玉 1、千葉 2、栃木 2、岐阜 2、兵庫 2、岡山 3、愛媛 1、佐賀









































1954年 7月 1日の現行警察法施行に伴い、仙台市組合警察は消滅した。仙台市議会は 1月 22日に市警廃止反対の決議を
行っていた。ところが 7月 2日に自治警廃止に対する少数意見が述べられただけで、結局、市警廃止とそれに伴う諸議案が
可決された 82）。最終的に同組合警察の解散手続きが終了したのは 9月 29日であった。
瀬戸市警察組合 83）
愛知県では、1948年 3月 7日時点で、碧海郡新川࣭大浜࣭棚尾の三つの町により碧南組合警察が設置された。4月 5日に
三町と旭村とで碧南市となったため、碧南市警察へと衣替えした 84）。県下唯一の組合警察は 1カ月未満で消滅した。
1951年以降、各市町村で自治警が廃止される中、瀬戸市と品野町は1952年4月1日に組合警察を設立した 85）。当時の愛知
県で唯一の事例である。瀬戸市は人口 4万 3883名の都市であった（1948年 8月現在）86）。
発足までの経緯を紹介する。瀬戸市と品野町は「地勢的にも社会的にも極めて密接な関係にあって、陶磁器産業を主体
とした市町の関係はもとより、住民の日常生活環境は全く渾然一体化してい」た 87）。改正警察法が組合警察設置を想定した
自治体に該当する地域であったといえよう。交渉内容は 1952年 2月 28日の瀬戸市議会における説明に詳しい 88）。1951年 9
月に品野町から組合警察の申し出があり、瀬戸市側は 3名の準備委員を任命し、交渉を行った。11月 2日の第 1回会合の
席上、公安委員長から宝塚警察事務組合と芦屋警察組合の視察報告を聴取し、組合警察設置が双方の住民の利益になると
いう結論に達した。11月 26日の第 2回会合では経費の負担について瀬戸市側が留保した。12月 22日の第 3回会合は負担




























政府部内で検討された「日本警察改革案（21.2.28）」第二案では「大都市（人口 20万以上の市 11、人口 15万以上の市 21、
人口 10万以上の市 36）には独立の自治体警察を創設す」とされていた 92）。その後、日本政府がGHQに提出した元の案は
「大いにがんばって、15万以上の都市にだけ自治体警察を置くというような案」であった 93）。これはGHQに拒否され、最終
的に 5千人以上の自治体に設置することが決定した。



















95） 「警察法改正試案」『佐藤達夫関係文書』（国立公文書館蔵、以下『佐藤文書』と略記）本館 -2A-041-00࣭寄贈 00117100。
96） 「〔警察法改訂意見書〕」『海原治関係文書』（国立国会図書館憲政資料室蔵）10-42-1。
97） 「警察法改正試案」。
98） 「第 2章　日本警察50年の軌跡と新たなる展開」『警察白書 平成16年』（警察庁、2004年）所収。http://www.npa.go.jp/hakusyo/h16/index.
html（2013年 9月 6日閲覧）
















































































119） 「警察法案（第１９国会）」『佐藤文書』本館 -2A-041-00࣭寄贈 00171100、所収。
組合警察制度に関する研究（小宮）34
論を準備していた。こうした事実からも、現行警察法の制定を正当化する論理として、治安維持という警察事務の特殊性
が重要であったことが分かる。それを後押しする世論も強くなっていた。柴田達夫は「新警察法に入る前の過程では、国
の治安責任を明確にしろという声が一番強かった時代」と証言する 120）。
そして、地方分権を事実上否定することによって、現行警察法が成立したのであった。
おわりに
本稿は、地方分権という観点から組合警察制度に注目し、戦後の警察制度改革に新たな光をあてた。
戦前の中央集権的体制を否定したGHQにより、国家地方警察と自治体警察という二本立ての警察制度が導入された。新
しい警察制度は、自治警運営のための財源の問題、さらには国警と自治警との連携の悪さ、つまるところ制度としての効
率の悪さなどが問題視され、幾度かの法改正を経て、警察庁を頂点とする中央集権体制へと帰着した。
その間に出現した組合警察は「警察法によらない警察」という特異な存在であった。組合警察の根拠規定は地方自治法
であり、財源に不安を抱えた自治体が採用した。GHQが求める徹底的な地方分権、即ち自治体警察創設という視点に立て
ば、例外的措置に他ならなかった。占領下、自治体警察が財源問題などで行き詰まるのと併行して中央集権化が進展した。
だが、1951年の警察法改正は矛盾に満ちたものとなった。住民投票による自治警廃止を可能とすると同時に、自治警存続
の切り札として組合警察が明記されたからである。その背景には、未だ占領下でGHQが堅持する地方自治を否定できない
という事情と、自治警を存続させたい議会や自治警側の活動が存在した。しかし法改正後も組合警察はほとんど普及せず、
自治警は次々と返上された。そして組合警察は 1954年の現行警察法に記されることなく、制度として葬り去られた。
こうした経緯を踏まえ、組合警察制度に何の意義もないと結論付けるのは早計であろう。道州制との関連で、大都市は
さておき、基礎自治体が警察を維持不可能となる可能性に言及されることがある 121）。組合警察はそうした場合の解決策の
一つと考えられるのではないか。
本稿は、都道府県警察か基礎自治体かという二者択一の議論ではなく、組合警察の実例を挙げて、違う視点から論じる
重要性を示唆した。もっとも組合警察制度に一定の意義を認めても、現実に機能するかという課題は残る。組合警察化し
たことで捜査効率が上がったのかなど、検証せねばらない論点も多い。他の一部事務組合との相違点や 122）、警察事務に関す
るより慎重な検討などは、今後の課題である。
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120） 田中二郎ほか「現行警察法制定 20年の回顧と展望」35-36頁。
121） 末井「道州制下における警察制度に関する論点」22頁。
122） 例えば、消防との比較も重要であろう。永田尚三『消防の広域再編の研究』武蔵野大学出版会、2009年を参照。
